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ABSTRACT 
 知的障害の最新の診断基準においては、従来の IQ を中心とした知能指数による定義から、

臨床的評価を重視した適応機能を重視した定義に変更が行われた。教育分野においても、知

的障害児の教育に関して、学力よりも社会生活能力に重点をおいた教育が行われている。し

かし、知的障害児の社会生活機能に関連する評価には尺度の不在や教員の専門性の不足とい

った課題がある。本研究では障害児の QOL 向上の観点から開発された特別支援教育成果評

価尺度（Special Needs Education Assessment Tool: SNEAT）を用いて知的障害児に対する

社会生活機能の授業成果を測定し、その分析を通して評価に影響を与える要因を明らかにす

る。また、その要因から今後知的障害児に対する社会生活機能向上ための教育活動の在り方

を検討することを目的とする。結果として知的障害児に対する社会生活機能の授業成果に影

響を与える要因として「子どもの学部」と教師の「通算教職経験年数」「特別支援教育経験年

数」の 3 つが明らかになった。今後の研究として、教師の経験年数や専門性によらない、知

的障害児の社会生活機能向上のための教育プログラムの開発が必要であろう。 
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Ⅰ．問題と目的 
 

American Psychiatric Association（2013）が発行する精神障害の診断と統計マニュアル

（Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders: DSM）の第 5 版である DSM-5

では、知的障害（知的発達症）は、発達期に発症し、概念的、社会的、および実用的な領域

における知的機能と適応機能両面の欠陥を含む障害であると定義された（米国精神医学会, 

2013）。この定義は従来の知能指数 IQ を中心にしたものから、軽度～最重度の程度ごとに

DSM-5 に表示された概念的領域、社会的領域、実用的領域のそれぞれで達成されるべき課題

などを参考して知的障害の程度が判定されることになった。この理由は IQ の解釈に臨床的

評価を加える必要があると考えられたためとされている（田巻・堀田・加藤, 2014）。これ

は、知的障害を単なる知能の遅れではなく、社会への適応の程度で障害とするという考え方

に基づいた変更であるといえるだろう。 

教育分野においても、日本の初等中等教育と知的障害教育における教育目標を統合させた

堀田・玉井・多鹿（2015）らが日本における教育の目標とは、障害にかかわらず、社会生活

に必要な知識・技能の習得及びそれらを実生活に生かす力が、すべての児童生徒に育成した

いものであるとしている。また、知的障害児教育において学力を指標として評価することの

困難さが指摘されており、学力以外の指標を用いた障害児の学習評価についての研究が求め

られている（小原・權・韓, 2014）。特に、知的障害に関しては、社会生活能力を評価する

ことが重要であるという指摘（柴田, 2013）もあり、知的障害教育における社会生活能力に

焦点を当てた評価に関する研究が必要であるといえる。 

特別支援学校における学習評価について、基本的に小・中・高等学校における学習評価の

考え方と変わらないが、実際の学習評価に当たっては、児童生徒の障害の状態等を十分理解

し、児童生徒一人一人の学習状況を一層丁寧に把握する工夫が求められるとしている（文部

科学省, 2011）。しかし、障害のある児童生徒の学習評価については多くの教師が困難さを

感じている（野崎・川住, 2012）という報告もある。これは文部科学省が示す通り障害のあ

る児童生徒の学習評価のためには、通常学校で求められる専門性に加え、障害に関する知識

や障害特性に応じた教育的対応等といった専門性が求められるためだと考えられる。しかし、

特別支援教育にかかわる教師の専門性には差があることが報告されており、本来特別支援学

校の教員が本来であれば全員有しているはずの特別支援学校教諭免許状の保有率も 75.8％に

とどまっている（文部科学省, 2017）。 

こういった現状の中で、韓・小原・上月（2014）は特別支援教育における生活の質（Quality 

of Life: QOL）の観点を用いて科学的に開発された評価尺度の必要性を指摘し、特別支援教

育の現場において授業成果を評価するための尺度として特別支援教育成果評価尺度（Special 

Needs Education Assessment Tool: SNEAT）を開発した。また、先行研究の中で尺度の信

頼性・妥当性が検証されている（Kohara, Han, Zamami et al., 2014; Kohara, Han, Kwon et 

al., 2015）。SNEAT は特別支援教育における授業成果を子どもの「体の健康」「心の健康」

「社会生活機能」の 3 つの領域で評価することのできる尺度である。柴田（2013）は、知的

障害における適応行動、適応性スキルに関する標準化された有用な評価尺度が存在しないと

報告しており、SNEAT は科学的にその有用性が確認された、「社会生活機能」に関する評

価項目を有した唯一の尺度であるといえるだろう。 
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そこで、本研究では SNEAT を使用して知的障害児に対する授業成果を測定した事例の分

析を通して、知的障害児に対する授業成果に影響を与える要因を明らかにすることで、知的

障害児教育における今後の方向性を検討することを目的とする。 

 

  Ⅱ．方法 

 

1. データ収集 

本研究における調査は、沖縄県内 11 か所の特別支援学校の授業担当者および宮城県内 3

か所の特別支援学校の授業担当者 52 名を対象に行われた。SNEAT の実施にあたっては、学

校長の同意を得た後に、全教員に対する説明会を実施し同意を得た教員に対して実施した。

その後、SNEAT のマニュアル及び質問紙をファイリングし同意を得た教員 52 名に対して

SNEAT を配布した。実施期間は 2014 年 10 月から 11 月及び 2015 年 6～7 月、11～12 月で

あり、SNEAT を使用した授業は週 1 回、4 週間実施した。 

 

2. 質問紙 

1) Special Needs Education Assessment Tool (SNEAT) 

特別支援教育の授業成果の測定には、韓・小原・上月（2014）によって開発された「特別

支援教育成果評価尺度（SNEAT）」を使用した。SNEAT は QOL の観点を取り入れ、障害

児に対する教育成果を客観的に測定できる尺度として設計されている。SNEAT は「体の健

康」、「心の健康」、「社会生活機能」の 3 領域 11 項目で構成され、「項目の評価は 5～1

の 5 件法（5:非常に、4:かなり、3:多少は、2:少しだけ、1:ほとんどない）で行う。体の健康」

及び「心の健康」が 35 点、「社会生活機能」が 30 点の合計 100 点である。全ての対象者は、

SNEAT の使用方法を熟知したうえ、授業観察直後、質問紙に記入するようにした。 

 

2) 基本属性 

SNEAT を使用する授業内容と授業対象となる子ども及び授業評価者の教師の基本属性に

関するフェースシートを添付した。授業対象の子どもについては、学年（小学部、中学部、

高等部）、性別について記入するようにした。一方、授業評価者の教師については、年齢、

性別、通算教職経験年数（以下、通算年数）、特別支援学校の教職経験年数、特別支援学校

教論免許状の有無、自立活動専門科目（以下、自活専科）の教職経験年数について記入する

ようにした。 

 

3. 統計分析 

全ての基本属性は、平均±標準偏差で表した。分析には、縦断データに基づいた潜在成長曲

線分析にてモデルの適合度を検証した。本研究の主要な目的は、SNEAT による社会生活機

能の経時的変化を検討するとともに、その変化に関連する要因を明らかにすることである。

従って、4 回の調査における SNEAT の社会生活機能領域の得点をもとに潜在成長曲線分析

を行い、得点の変化に一定の傾向が認められるかを検討した。分析においては、基本属性に

該当する全ての要因を説明変数として含めた。モデルの適合度については、カイニ乗検定値、

自由度、CFI、TLI、RMSEA を用いた。CFI と TLI は 0.90 以上の値をとっており、値が大

きいほど良いモデルである。RMSEA は 0.05 よりも小さければ良い適合を、0.1 よりも大き
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ければ悪い適合を表す。全ての分析は、SPSS23.0 for Windows 及び AMOS18.0 for Windows

を用いた。 

 

Ⅲ．結果 

 

1. 調査対象者の基本属性 

授業対象者および授業評価者の基本属性に関して、表 1 に示す。授業対象者である子ども

の基本属性をみると、小学部が最も多く、50%を占めていた。また、男児が 63.5%を占めて

いた。教員の基本属性をみると、女性教員が多く、61.5%を占めていた。また、特別支援学

校教論免許状保有者は少なく、17.3%しかいなかった（表 1-a, b）。 

 

表 1-a 子ども及び教員の基本属性 

子どもの基本属性 

(n=52) 

学部, n(%) 

 小学部 26(50.0) 

 中学部 15(28.8) 

 高等部 11(21.2) 

性別, n(%) 

 男児 33(63.5) 

 女児 19(36.5) 

 

表 1-b 子ども及び教員の基本属性 

教員の基本属性 

(n=52) 

年齢, mean±SD 40.63 ± 9.43 

性別, n(%) 

 男性 20(38.5) 

 女性 32(61.5) 

通算教職経験年数(月), mean±SD 192.05 ± 119.81 

特別支援経験年数(月), mean±SD 134.2 ± 98.77 

免許保有の有無, n(%) 

 有 9(17.3) 

 無 43(82.7) 

自活専科経験年数, mean±SD 4.65 ± 20.61 

 

3. 社会生活機能に関連する影響要因 

社会生活機能の領域において「子ども学部」、「通算教職経験年数」、「特別支援教育経

験年数」をもとに潜在成長曲線分析を行った結果、高い適合度が得られた（カイニ乗値

=10.54、自由度＝9、CFI＝.998、TLI＝.995、RMSEA＝.029）（図 1）。 
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図 1 社会生活機能の潜在成長曲線を予測する変数 

 

Ⅳ．考察 
 

本研究では、知的障害児に対して SNEAT を実施することで、知的障害児における社会生

活機能の授業成果に影響を与える要因を明らかにすることを目的とした。 

結果として、知的障害児の教育成果に影響を与える要因として子どもの学部（小・中・高）

と教師の通算教職経験年数、特別支援教育経験年数が明らかになった。知的障害児における

社会生活機能が、学年が上がるにつれて変化することは想像に難くない。また、社会参加の

ためにより高学年において社会生活機能が評価されることは望ましいともいえる。石津・井

澤（2011）は、進路学習の質を高めていく一方策として、就労に向けたソーシャルスキルの

重要性を指摘しており、学年が上がり就労を目指す段階において社会生活機能に関する教育

活動・評価に焦点を当てることが重要であるといえよう。教師の通算教職経験年数と特別支

援教育経験年数が知的障害児に対する社会生活機能の教育成果の評価に影響を与えるという

結果について、特別支援教育における子どもの学習評価は小中高等学校での子どもの学習評

価の考え方に加え、子どもの障害に関する専門性が必要とされるという文部科学省（2011）

の指摘の通りの結果であると考えられる。しかし、実際の教育現場においては教師の専門性

には差がみられ、教職経験の少ない教師が担任教員となることも少なくない。また、本研究

における調査結果においても、特別支援学校教諭免許を有している教員は全体の 17％と少な

く、本来であれば免許を有していることが必要とされる特別支援学校の教員においても専門

性を担保する免許保有率の低さが明らかになっている。こういった中で、知的障害児に対す

る社会生活機能の教育成果の評価が教師の教職経験に左右される現状は今後検討しなくては

ならない課題であるといえるだろう。 

DSM-5 の改訂にみられるように、知的障害児の適応行動や社会生活機能は障害の程度を決

める程の重要な能力として注目を集めている。しかし、知的障害児を教育する特別支援教育

においては、教育・評価が教師の教職経験に依存している現状が明らかになった。特別支援
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教育においては自立活動を中心として障害児の自立と社会参加を促進するための教育活動を

提供している。その中で教師の専門性や教職経験によらず、知的障害児の社会生活機能を向

上することのできるような教育プログラムや指導法の開発が必要となるだろう。また、本研

究において子どもの学部が知的障害児の社会生活機能の評価に影響を与えることが明らかに

なっている。子どもの学部によって社会生活機能の評価が変化するということは、学部ごと

に異なる教育や評価が必要となる可能性があることを示唆している。このことからも、知的

障害児の社会生活機能を向上させる教育は、高等部における就労に備えた教育活動に限らず、

子どもの学部に合わせ低学年の時点から体系的に提供される必要があるといえる。 

本研究においては、SNEAT の評価データから知的障害児の社会生活機能の評価に影響を

与える要因を検討したが、具体的な教育活動と教育成果の関連性までは明らかにできていな

い。また、本研究によって明らかになった、「子ども学部」「通算教職経験年数」「特別支

援教育経験年数」の 3 つの要因が社会生活機能の評価に具体的にどのような影響を与えるか

という検討は行えなかった。今後の課題として、知的障害児の社会生活機能を向上させるこ

とのできる教育プログラムを教師の専門性や教職経験によらない形で開発し、検討すること

が必要であろう。 
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